
・日 時 〜
  ・場 所

・出席者 上⽉議⻑（学⻑）、熊⾕委員（理事）、遠藤委員（理事）
佐藤委員（理事）、内藤委員（理事）、武井委員（理事）
林委員

・事務局 原⽥事務局次⻑、⽊村教務学⽣課⻑、那須総務企画専門員、
⻑⾕部総務企画主査

・欠 席 中山委員

１ 開  会
・

・

２ 議事録署名人の指名
・

３ 前回議事録の確認
・

４ 審議事項
(1)
・

開会に先立ち、本日欠席の中山眞一委員が9⽉でお辞めになること、新任委員として山
形ワシントンホテル株式会社の伊勢和正 社⻑から内諾を得ていることが報告された。
新監事として、伊藤陽介弁護士(浜⽥・伊藤法律事務所)、高橋和典公認会計士(髙橋和
典公認会計士事務所)の両氏が、山形県から任命されたことが報告された。

資料1により、第2回 経営審議会の議事録が確認された。

事務局から資料２により、令和５年度 補正予算について、学内トイレの洋式化
工事費用の増額、及び科研費間接経費の増額補正であることが説明され、異論
なく議決された。

（オンライン）

第3回  公立大学法人山形県立保健医療大学 経営審議会 議事録

令和5年9⽉26日(火) 10:28 11:29

令和５年度 補正予算（第１号）について

審議会議⻑である上⽉議⻑が、議事録署名人として熊⾕委員並びに佐藤委員を指名
した。



５ 報告事項
(1)
・

［質問等］
・

→

(2)
・

［意見等］
・

→

・

・

→

・

→

まず、ホームページをリニューアルした。X（旧ツイッター）などにより、情
報発信も進めている。本学を知ってもらう取組を、今後も強化していく。優
秀な人材を集めるために、アピール度を上げていきたい。

これまで、卒業⽣のUターンに関するデータがなかった。現在、卒業⽣の動向
について調べているところ。
地元定着には、雇用関環境が重要。PT、OTは、全体数が少ないのに募集も少
ないので各方面に働きかけている。

編入学試験の実施結果について、募集４人に対して志願者９人であるのに、合格１
人というのはどういった経過であったか。募集に満たなかった３人は、次年度入学
の募集定員に上乗せされるのか。

選抜に際して基準点を設けたが、特に専門科目で基準点に満たない受験者が
多く、結果的に合格者が一人となった。
この度の編入学⽣の不足は、７年度入学の募集に上乗せされない。

事務局から資料３により、令和６年度山形県立保健医療大学選抜試験実施状況
のうち、編入学試験の実施結果について報告があった。

令和６年度山形県立保健医療大学選抜試験実施状況について

山形県公立大学法人評価委員会による令和４年度業務実績評価結果について

現場では主体的に考えられる人材が求められる。そのため、オンライン授業の活用
により講義室での授業を減らし外に学⽣を出して欲しい。海外派遣も基金を使うな
どして、是非支援して欲しい。

海外派遣については、コロナ禍にあって実施できなかったが、来春から再開
する予定。海外からの受入れは、すでに再開している。

高校⽣に対する取り組みや小中学⽣に対する取り組みについては、S評価とされて
いるところであり、今後とも推進して欲しい。

県外就職は悪いことではないと感じるが、Uターンの取組とはどのようなものか。
Uターンする理由は何と分析しているか。

事務局から資料４により、令和４年度業務実績評価結果について報告があり、
同日付けで、令和４年度財務諸表についても県から承認されたことが報告され
た。

新たな取組として、キャリア支援セミナーで参加施設から学⽣に向けたア
ピールの時間を設けることとしている。学⽣は、県内施設の⻑所を知ること
で県内定着につながるし、各施設でも、他の情報に触れて刺激になる。

大学の情報発信については、SNSサイトなどを活用しているとのことだが、具体的
にはどうか。若者はインスタグラムから情報を得ている。特に動画を見ているよう
だ。



６ その他
・

・

→

・

※ 配布資料
資料１ 第2回公立大学法人山形県立保健医療大学経営審議会 議事録
資料２ 第１号補正予算（県９⽉補正）
資料３ 令和６年度山形県立保健医療大学選抜試験実施状況について

議事録署名人

議  ⻑ 

事務局から、次回は令和６年1⽉23日（火）10時30分から開催予定であることが
報告された。

現場で足りないのは、看護人材とともに介護人材。大学として、介護職のステータ
スを上げるため人材育成に取り組むことはどう考えているか。

介護人材の不足は共通認識。介護者の質の向上に向けて、教員を派遣して協
力することは可能。
機会を捉えて県にも伝えていきたい。大学コンソーシアムなどを通じて質の
向上ができないかも相談していきたい。
なお、現在、言語聴覚士の学科新設を県に働きかけているところであり、優
先課題となっている。

介護人材などの確保について


